「公立病院に関する財政措置のあり方検討会報告書」への自治労見解

総務省は昨年末の公立病院改革ガイドラインの策定に続き、公立病院に関する財政措置のあり方を見直すため「公立病院の財政措置のあり方検討会」を設置し、2008年7月から6回に渡り議論を行い11月25日開催の第6回検討会で報告書を取りまとめた。

この間自治労は、地域医療を確保する観点から国会対策及び総務省対策を行い、7月16日と11月19日の2回に渡り総務省交渉を実施した。7月16日の交渉では、①不採算地区・医療などに対する支援措置の拡充、②合併後の不採算地区病院への財政措置の拡充、などを要請し、11月19日の交渉では、①公立病院への地方交付税の増額、②不採算地区病院や不採算医療に対する特別交付税措置の拡充、③病床利用率に応じた交付税措置については慎重に対応すること、などを要請してきた。

報告書では、公立病院経営をめぐる極めて厳しい現状を打開するためには、まず病院自らが公立病院改革に真摯に取り組むべきことは言うまでもないとしながら、「公立病院改革の目的はあくまでも地域において必要な医療の提供体制の確保にあり、総務省をはじめとする国の関係省庁が適切な財政措置を講じることを念願してやまない」と地域医療確保に向けた財政措置の拡充を求めている。その上で、過疎地の医療、産科・小児科・救急など、いわゆる不採算医療については、①過疎地に関して「病床数100床未満」等の規模要件の緩和、合併進展を踏まえ「市町村内唯一」等の地域要件の見直し、②産科、小児科、救急医療等に関して、特別交付税措置の拡充、③不採算地区病院及び救急告示病院と同等の機能を有する有床診療所についての特別交付税措置、④財政措置に係わる「病床数」への病床利用率の反映は慎重に検討すべき、と提言。一方、各地方公共団体に対しては、「所定の経費負担区分ルールに従い、一般会計等から病院事業会計に対して適切な繰り入れが確保されるよう特に注意を喚起したい」としている。
これらは、自治労をはじめ、自治体病院関係団体等の必死の取り組みの成果である。40県本部に達する地域医療シンポジウムによる地域への問題提起、中央段階における国会対策、総務省対策、関係団体対策等により、地域医療の現状とそこにおける公立病院の役割についての認識が共有化された到達点と言える。
今日、公立病院のおかれた厳しい現状は、診療報酬の引き下げ、医師不足、自治体財政の逼迫などが相まったものである。しかし、公立病院に関する地方財政措置の具体化は総務省の対応に大きく左右される。このことから、自治労は、報告書が出されて以降直ちに総務省に対して考え方を質した。総務省の努力姿勢を引き出してはいるが、交付税をめぐる厳しい状況の中、予断を許さない事態にある。
いま、複数の自治体で、地域の生命線である公的医療の放棄やサービス提供の中断が現実のものとなっている。自治労は、引き続き安定した地域医療の提供と医療基盤の充実にむけ、地域の住民や医療提供者・関係者と連携して、全力で取り組んでいく。
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